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議案第６６号

教育委員会委員の任命について

日向市教育委員会委員に次の者を任命したい。

令和５年８月２５日 提出

日向市長 十 屋 幸 平

氏 名 生年月日 住 所

垣 内 正 俊
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議案第６７号

公平委員会委員の選任について

日向市公平委員会委員に次の者を選任したい。

令和５年８月２５日 提出

日向市長 十 屋 幸 平

氏 名 生年月日 住 所

大 石 真 一
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議案第６８号 

 

日向市火災予防条例の一部を改正する条例 
 

日向市火災予防条例（昭和37年日向市条例第５号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正前 改正後 

（変電設備） （変電設備） 

第11条 屋内に設ける変電設備（全出力20キロワツト以下のもの及び次条に掲

げるものを除く。以下同じ。）の位置、構造及び管理は、次に掲げる基準に

よらなければならない。 

第11条 屋内に設ける変電設備（全出力20キロワット以下のもの及び次条に掲

げるものを除く。以下同じ。）の位置、構造及び管理は、次に掲げる基準に

よらなければならない。 

(１)～(３) ［略］ (１)～(３) ［略］ 

(３)の２ キュービクル式のものにあつては、建築物等の部分との間に換

気、点検及び整備に支障のない距離を保つこと。 

(３)の２ 建築物等の部分との間に換気、点検及び整備に支障のない距離を

保つこと。 

(３)の３～(10) ［略］ (３)の３～(10) ［略］ 

２・３ ［略］ ２・３ ［略］ 

（急速充電設備） （急速充電設備） 

第11条の２ 急速充電設備（電気を設備内部で変圧して、電気自動車等（電気

を動力源とする自動車、原動機付自転車、船舶、航空機その他これらに類す

るものをいう。以下同じ。）にコネクター（充電用ケーブルを電気自動車等

に接続するためのものをいう。以下同じ。）を用いて充電する設備（全出力 

20キロワット以下のものを除く。）をいい、分離型のもの（変圧する機能を

有する設備本体及び充電ポスト（コネクター及び充電用ケーブルを収納する

設備で、変圧する機能を有しないものをいう。以下同じ。）により構成され

るものをいう。以下同じ。）にあっては、充電ポストを含む。以下同じ。）

の位置、構造及び管理は、次に掲げる基準によらなければならない。 

第11条の２ 急速充電設備（電気を設備内部で変圧して、電気自動車等（電気

を動力源とする自動車、原動機付自転車、船舶、航空機その他これらに類す

るものをいう。以下同じ。）にコネクター（充電用ケーブルを電気自動車等

に接続するためのものをいう。以下同じ。）を用いて充電する設備（全出力 

20キロワット以下のものを除く。）をいい、分離型のもの（変圧する機能を

有する設備本体及び充電ポスト（コネクター及び充電用ケーブルを収納する

設備で、変圧する機能を有しないものをいう。以下同じ。）により構成され

るものをいう。以下同じ。）にあっては、充電ポストを含む。以下同じ。）

の位置、構造及び管理は、次に掲げる基準によらなければならない。 
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(１)～(３) ［略］ (１)～(３) ［略］ 

(４) 雨水等の浸入防止の措置を講ずること。 (４) その筐体は雨水等の浸入防止の措置を講ずること。 

(５)～(19) ［略］ (５)～(19) ［略］ 

２ ［略］ ２ ［略］ 

（蓄電池設備） （蓄電池設備） 

第13条 屋内に設ける蓄電池設備（定格容量と電槽数の積の合計が4,800アン

ペアアワー・セル未満のものを除く。以下同じ。）の電槽は、耐酸性の床上

又は台上に転倒しないように設けなければならない。ただし、アルカリ蓄電

池を設ける床上又は台上にあつては、耐酸性の床又は台としないことができ

る。 

第13条 蓄電池設備（蓄電池容量が10キロワット時以下のもの及び蓄電池容量

が10キロワット時を超え20キロワット時以下のものであって蓄電池設備の出

火防止措置及び延焼防止措置に関する基準（令和５年消防庁告示第７号）第

２に定めるものを除く。以下同じ。）は、地震等により容易に転倒し、亀裂

し、又は破損しない構造とすること。この場合において、開放形鉛蓄電池を

用いたものにあっては、その電槽は、耐酸性の床上又は台上に設けなければ

ならない。 

２ ［略］ ２ ［略］ 

３ 屋外に設ける蓄電池設備は、雨水等の浸入防止の措置を講じたキュービク

ル式のものとしなければならない。 

３ 第１項に規定するもののほか、屋外に設ける蓄電池設備（柱上及び道路上

に設ける電気事業者用のもの、蓄電池設備の出火防止措置及び延焼防止措置

に関する基準第３に定めるもの並びに消防長が火災予防上支障がないと認め

る構造を有するキュービクル式のものを除く。）にあっては、建築物から３

メートル以上の距離を保たなければならない。ただし、不燃材料で造り、又

は覆われた外壁で開口部のないものに面するときは、この限りでない。 

４ 前項に規定するもののほか、屋外に設ける蓄電池設備の位置、構造及び管

理の基準については、第10条第４号、第11条第１項第３号の２、第５号、第

６号及び第９号並びに第２項並びに本条第１項の規定を準用する。 

４ 前項に規定するもののほか、屋外に設ける蓄電池設備の位置、構造及び管

理の基準については、第10条第４号、第11条第１項第３号の２、第５号、第

６号及び第９号並びに第11条の２第１項第４号の規定を準用する。 

（火を使用する設備等の設置の届出） （火を使用する設備等の設置の届出） 

第44条 火を使用する設備又はその使用に際し、火災の発生のおそれのある設

備のうち、次の各号に掲げるものを設置しようとする者は、あらかじめ、そ

の旨を消防長に届け出なければならない。 

第44条 火を使用する設備又はその使用に際し、火災の発生のおそれのある設

備のうち、次の各号に掲げるものを設置しようとする者は、あらかじめ、そ

の旨を消防長に届け出なければならない。 

4



(１)～(12) ［略］ (１)～(12) ［略］ 

(13) 蓄電池設備 (13) 蓄電池設備（蓄電池容量が20キロワット時以下のものを除く。） 

(14)・(15) ［略］ (14)・(15) ［略］ 

別表第３（第３条、第３条の２、第３条の３、第４条、第５条、第７条、第８

条、第８条の２、第20条関係） 

別表第３（第３条、第３条の２、第３条の３、第４条、第５条、第７条、第８

条、第８条の２、第20条関係） 

種類   離隔距離(cm) 

入力 上方 側方 前方 後方 備考 

［略］ 

厨

房

設

備 

気

体

燃

料 

［略］  ［略］ 

［略］ 

［略］ 

 備考１～３ ［略］ 

種類   離隔距離(cm) 

入力 上方 側方 前方 後方 備考 

［略］ 

厨

房

設

備 

気

体

燃

料 

［略］  ［略］ 

固

体

燃

料 

不

燃

以

外 

木炭を燃料と

するもの 
炭火焼

き器 

－ 100 50 50 50

不

燃 

木炭を燃料と

するもの 
炭火焼

き器 

－ 80 30 － 30

［略］ 

［略］ 

 備考１～３ ［略］  

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年１月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の際現に設置されている燃料電池発電設備、変電設備、内燃機関を原動力とする発電設備及びこの条例による改正後の日向市火災予防

条例（以下「新条例」という。）第13条第１項に規定する蓄電池設備（附則第４項に掲げるものを除く。）（以下この項において「燃料電池発電設備
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等」という。）又は現に設置の工事中である燃料電池発電設備等のうち、新条例第11条第１項第３号の２（新条例第８条の３第１項及び第３項、第12条

第２項及び第３項並びに第13条第２項及び第４項において準用する場合を含む。）の規定に適合しないものについては、この規定にかかわらず、なお従

前の例による。 

３ この条例の施行の際現に設置され、又は設置の工事がされている新条例第13条第１項に規定する蓄電池設備（次項に掲げるものを除く。）のうち、新

条例第13条第１項の規定に適合しないものについては、この規定にかかわらず、なお従前の例による。 

４ 新条例第13条第１項に規定する蓄電池設備に新たに該当することとなるもののうち、この条例の施行の際現に設置されているもの及びこの条例の施行

の日から起算して２年を経過する日までの間に設置されたもので、同条の規定に適合しないものについては、当該規定は、適用しない。 

 

 

令和５年８月２５日 提出 

                      日向市長 十 屋 幸 平 
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議案第６９号 

 

日向市都市公園条例の一部を改正する条例 
 

日向市都市公園条例（昭和52年日向市条例第１号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正前 改正後 

（有料公園施設） （有料公園施設） 

第11条の２ 有料公園施設（市の管理する公園施設で有料で利用させるものを

いう。以下同じ。）は、次の表に掲げるとおりとする。 

第11条の２ 有料公園施設（市の管理する公園施設で有料で利用させるものを

いう。以下同じ。）は、次の表に掲げるとおりとする。 

公園名 有料公園施設の種類及び名称 

［略］ 

大王谷運動公園 ［略］ 

水泳場 
 

公園名 有料公園施設の種類及び名称 

［略］ 

大王谷運動公園 ［略］ 

 

別表第２（第11条の６、第11条の７関係） 別表第２（第11条の６関係） 

１～３ ［略］ １～３ ［略］ 

４ 陸上競技場 ４ 陸上競技場 

区分 入場料を徴収する場合 入場料を徴収しない場合 

午前 午後 全日 早朝 午前 午後 全日 簿暮 

 ［略］ 

 

区分 入場料を徴収する場合 入場料を徴収しない場合 

午前 午後 全日 早朝 午前 午後 全日 簿暮 

 ［略］ 

摘要 使用する面積が陸上競技場の面積の２分の１以下の場合（児童

生徒及び一般の団体が使用し、かつ、入場料を徴収しない場合

に限る。）は、当該使用料の２分の１に相当する額（10円未満

の端数が生じたときは、その端数は切り捨てる。）とする。 
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５～７ ［略］ ５～７ ［略］ 

８ 水泳場  

区分 一般利用 専用利用 

午前 午後 午前 午後 全日 

乳幼児 50円 110円 11,000円

 

16,500円

 

27,500円

 児童生徒 110円 220円

一般 220円 330円

団体（20人以

上） 

上記金額の100分の80に相

当する金額（10円未満の

端数が生じたときは、そ

の端数は切り捨てる。） 

入場料を徴収

する場合 

  入場料収入総額の100分の３相当額

（10円未満の端数が生じたときは、

その端数は切り捨てる。）とし、最

低額を55,000円とする。 

摘要 １ 水泳場の利用期間は、６月１日から９月10日までとする。

ただし、市長が特に必要があると認めるときは、この限りで

ない。 

２ 専用利用とは、競技会、講習会等で独占的に使用すること

をいい、50メートルプールの使用に限る。 

３ 市長は、必要があると認めるときは、回数券を発行するこ

とができる。この場合において、回数券は11枚つづりとし、

その金額は、上記の額の10回分に相当する額とする。 
 

 

９～12 ［略］ ８～11 ［略］ 

附 則 
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この条例は、令和５年10月１日から施行する。 

 

 

令和５年８月２５日 提出 

                      日向市長 十 屋 幸 平 
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議案第７０号

工事請負契約の締結について

次のとおり工事請負契約を締結する。

１ 契 約 の 目 的 日向市総合体育館整備事業 設計及び建設工事

２ 契 約 の 方 法 公募型プロポーザルによる随意契約

３ 契 約 の 金 額 ３，６８８，５２０，０００ 円

４ 契約の相手方 五洋・あさひ産業・三郎建設・環境デザイン・アーク計画設計

特定建設工事共同企業体

代 表 者 福岡県福岡市博多区博多駅東２丁目７番２７号

五洋建設 株式会社 九州支店

常務執行役員支店長 小倉 征巳

その他の 日向市大字日知屋１５８３７番地

構 成 員 あさひ産業 株式会社

代表取締役 西村 望

日向市東郷町山陰丙１４７９番地７

株式会社 三郎建設

代表取締役 黒木 文也

東京都港区六本木５丁目１２番２２号

株式会社 環境デザイン研究所

代表取締役 仙田 順子

日向市向江町１丁目４７番地

アーク計画設計事務所

代表 佐藤 友治

令和５年８月２５日 提出

日向市長 十 屋 幸 平
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議案第７１号

工事請負契約の締結について

次のとおり工事請負契約を締結する。

１ 契 約 の 目 的 お倉ヶ浜総合公園整備事業 野球場本部棟 建築主体工事

２ 契 約 の 方 法 事後審査型条件付一般競争入札

３ 契 約 の 金 額 ６３７，７８０，０００ 円

４ 契約の相手方 内山・協栄 特定建設工事共同企業体

代 表 者 日向市大字富高９３－１

株式会社 内山建設

代表取締役 内山 雅仁

その他の 日向市浜町３－１０８

構 成 員 株式会社 協栄

代表取締役 奈須 勝彦

令和５年８月２５日 提出

日向市長 十 屋 幸 平
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議案第７２号

工事請負契約の締結について

次のとおり工事請負契約を締結する。

１ 契 約 の 目 的 お倉ヶ浜総合公園整備事業 野球場本部棟等 電気設備工事

２ 契 約 の 方 法 事後審査型条件付一般競争入札

３ 契 約 の 金 額 ２７５，５６１，０００ 円

４ 契約の相手方 イワハラ・和田 特定建設工事共同企業体

代 表 者 日向市大字塩見８７６－８

株式会社 イワハラ 日向支店

支店長 黒木 卓也

その他の 日向市大字日知屋字木原１６３０８番地１

構 成 員 有限会社 和田電工社

代表取締役 和田 均

令和５年８月２５日 提出

日向市長 十 屋 幸 平
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議案第７３号

財産の取得について

次のとおり、物品を購入する。

１ 購 入 物 品 水槽付消防ポンプ自動車

２ 契約の方法 指名競争入札

３ 購 入 価 格 ７６，５０５，０００円

４ 購 入 先 日向市大王町２丁目３１番地

中村消防防災 株式会社 日向営業所

所長 菊田 伸二

令和５年８月２５日 提出

日向市長 十 屋 幸 平
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議案第７４号

和解について

次のとおり損害賠償の額を定め、和解を成立する。

１ 事 件 名 日向市立富島中学校器物損壊事件

２ 相 手 方 事件の加害者

３ 事件の概要

（１）日 時 令和４年１２月１０日（土曜日）深夜から翌１１日（日曜日）未明

（２）場 所 日向市立富島中学校

（３）態 様 加害者が、日向市立富島中学校に設置する窓ガラス１００枚を損壊したもの。

４ 損害賠償の額その他和解条項

（１）損害賠償の額 １，４４１，７４８円とする。

（積算内訳）仮復旧工事費 １４０，８００円

復旧工事費 １，３００，９４８円

（２）和 解 条 項 ア 加害者は連帯し、日向市に対し、本件事件の損害賠償として

金１，４４１，７４８円を、和解成立後、令和５年１０月から令和７年

３月までの１８月に分割して支払う。

イ 日向市及び加害者は、本件事件に関する損害賠償について、本件和解条

項のほか一切の債権債務関係がないことを相互に確認する。

５ その他

本和解は、日向市議会の議決を得たとき成立する。

令和５年８月２５日 提出

日向市長 十 屋 幸 平
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